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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、2025年６月26日に開催予定の第122回定時株主総会に定款の一部変

更について付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１． 変更の理由 

当社は、2024年７月 10日付でＡ種優先株式の全部を取得及び消却しております。これに伴い、Ａ種優先

株式に関する規定を削除するものであります。 

 

２． 変更の内容 

変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変     更     案 

第１章 総        則 
 

第１条～第５条  〈条文省略〉 
 

第１章 総        則 
 

第１条～第５条  〈現行どおり〉 
 

第２章 株        式 
 
第６条（発行可能株式総数および発行可能種類株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は１億５千万株と
し、各種類の株式の発行可能種類株式総数は、
普通株式が１億５千万株、Ａ種優先株式が1,800
万株とする。 

 
第７条      〈条文省略〉 
 
第８条（単元株式数） 

当会社の普通株式の単元株式数は100株とし、Ａ
種優先株式の単元株式数は１株とする。 

 
第９条～第12条  〈条文省略〉 
 

第２章 株        式 
 
第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は１億５千万株とす
る。 

 
 
 
第７条      〈現行どおり〉 
 
第８条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は100株とする。 
 
 
第９条～第12条  〈現行どおり〉 
 

第２章の２ Ａ種優先株式 
 

第12条の２（剰余金の配当） 
（Ａ種優先配当金） 
当会社は、剰余金の配当を行うときは、当該剰

〈削  除〉 
 

〈削  除〉 
 
 



 

余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記
載または記録されたＡ種優先株式を有する株主
（以下「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優
先株式の登録株式質権者（以下、Ａ種優先株主
と併せて「Ａ種優先株主等」という。）に対し、
普通株式を有する株主（以下「普通株主」とい
う。）または普通株式の登録株式質権者（以下、
普通株主と併せて「普通株主等」という。）に先
立ち、法令の定める範囲内において、Ａ種優先
株式１株につき本条第２項に定める額の剰余金
（以下「優先配当金」という。）の配当を行う。
ただし、当該剰余金の配当に係る基準日が属す
る事業年度と同一の事業年度に属する日を基準
日として、当会社が当該剰余金の配当に先立ち
Ａ種優先株主等に対して剰余金の配当（本条第
３項に定める累積未払優先配当金に係る剰余金
の配当を除く。）を行ったときは、かかる剰余金
の配当の合計額を控除した額の剰余金の配当を
行う。 

２．（Ａ種優先配当金の金額） 
ある事業年度におけるＡ種優先株式１株当たり
の優先配当金の額は、払込金額相当額に7.80％
を乗じて算出される額とする。ただし、2023年
３月末日に終了する事業年度については、払込
期日（同日を含む。）から2023年３月末日（同日
を含む。）までの期間の実日数につき、１年を
365日として日割計算を行うものとし、除算は最
後に行い、円位未満は小数点以下第４位まで算
出し、その小数点以下第４位を四捨五入する。 

３．（累積条項） 
ある事業年度（払込期日が属する事業年度にお
いては、払込期日（同日を含む。）から当該事業
年度の末日（同日を含む。）までの期間とする。
以下本項において同じ。）に属する日を基準日と
してＡ種優先株主等に対して行う１株当たりの
剰余金の配当の総額が、当該事業年度に係る優
先配当金の額に達しないときは、その不足額
は、当該事業年度の翌事業年度の初日（同日を
含む。）以降、実際に支払われた日（同日を含
む。）まで、年率7.80％で１年毎の複利計算によ
り累積する。なお、当該計算は、１年を365日と
した日割計算により行うものとし、除算は最後
に行い、円位未満は小数点以下第４位まで算出
し、その小数点以下第４位を四捨五入する。累
積した不足額（以下「累積未払優先配当金」と
いう。）については、当該翌事業年度以降、優先
配当金および普通株主等に対する剰余金の配当
に先立ち、Ａ種優先株主等に対して配当する。
なお、複数の事業年度に係る累積未払優先配当
金がある場合は、古い事業年度に係る当該累積
未払優先配当金から先に配当される。また、か
かる配当を行う累積未払優先配当金相当額に、
Ａ種優先株主等が権利を有するＡ種優先株式の
数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるとき
は、当該端数は切り捨てる。 

４．（非参加条項） 
当会社はＡ種優先株主等に対して優先配当金お
よび累積未払優先配当金の合計額を超えて剰余
金の配当を行わない。ただし、当会社が行う吸
収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号
ロもしくは同法第760条第７号ロに規定される剰

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

余金の配当または当会社が行う新設分割手続の
中で行われる同法第763条第１項第12号ロもしく
は同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余
金の配当については、この限りではない。 

 
第12条の３（残余財産の分配） 
（残余財産の分配） 
当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優
先株主等に対して、普通株主等に先立って、Ａ
種優先株式１株当たり、本条第２項に定める金
額を支払う。 

２．（残余財産分配額） 
Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配額は、
残余財産の分配が行われる日（以下「残余財産
分配日」という。）における償還価額（第12条の
５第２項に定義する。ただし、第12条の５第２
項に規定する償還価額の定義における「償還請
求の効力が生じる日」を「残余財産分配日」と
読み替えて計算する。）に相当する金額とする。 

３．（非参加条項） 
Ａ種優先株主等に対しては、前２項の定めによ
るもののほか残余財産の分配を行わない。 
 

第12条の４（議決権） 
Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合
を除き、株主総会において、議決権を有しな
い。 

２. 当会社が、会社法第322条第１項各号に定める行
為をする場合においては、法令に別段の定めが
ある場合を除き、Ａ種優先株主を構成員とする
種類株主総会の決議を要しない。 

３. 当会社は、法令に別段の定めがある場合を除
き、会社法第199条第４項、第200条第４項、第
238条第４項、第239条第４項および第795条第４
項に規定する事項その他会社法に規定する一切
の事項について、Ａ種優先株主を構成員とする
種類株主総会の決議を要しない。 

 
第12条の５（金銭を対価とする取得請求権（償還請求権））  
（償還請求権の内容） 
Ａ種優先株主等は、払込期日以降いつでも、当
会社に対して金銭を対価としてＡ種優先株式の
全部または一部を取得することを請求（以下
「償還請求」という。）することができる。この
場合、当会社は、Ａ種優先株式１株を取得する
のと引換えに、当該償還請求の日（以下「償還
請求日」という。）における会社法第461条第２
項所定の分配可能額を限度として、法令上可能
な範囲で、当該償還請求の効力が生じる日に、
当該Ａ種優先株主等に対して、本条第２項に定
める金額（以下「償還価額」という。）の金銭を
交付する。なお、償還請求日における分配可能
額を超えて償還請求が行われた場合、取得すべ
きＡ種優先株式は、抽選または償還請求が行わ
れたＡ種優先株式の数に応じた比例按分その他
の方法により当会社の取締役会において決定す
る。 

２.（償還価額） 
Ａ種優先株式１株当たりの償還価額は、500円
に、累積未払優先配当金および償還請求の効力
が生じる日を日割計算基準日（本項第１号に定

 
 
 
 
 

〈削  除〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈削  除〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈削  除〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

義する。）とする優先配当金日割計算額（本項第
２号に定義する。）を加えた金額とする。なお、
Ａ種優先株式１株当たりの償還価額に、Ａ種優
先株主等が権利を有するＡ種優先株式の数を乗
じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当
該端数は切り捨てる。 
(1)「日割計算基準日」とは、償還請求または強

制償還（第12条の６に定義する。）に従って
Ａ種優先株式を取得する日をいう。 

(2)「優先配当金日割計算額」とは、日割計算基
準日の属する事業年度の末日を基準日とし
て支払われるべき優先配当金の額に、当該
事業年度の初日（同日を含む。）から日割計
算基準日（同日を含む。）までの期間の実日
数につき、１年を365日として日割計算によ
り算出される金額（除算は最後に行い、円
位未満は小数点以下第４位まで算出し、そ
の小数点以下第４位を四捨五入する。）（た
だし、当該事業年度における日割計算基準
日より前の日を基準日としてＡ種優先株主
等に対し剰余金を配当したとき（当該事業
年度より前の事業年度に係る累積未払優先
配当金の配当を除く。）は、その額を控除し
た金額とする。）をいう。 

３.（償還請求受付場所） 
東京都中央区築地五丁目６番４号 
株式会社三井E&S 

４.（償還請求の効力発生） 
償還請求の効力は、償還請求書が償還請求受付
場所に到着した時または償還請求書に記載され
た効力発生希望日のいずれか遅い時点に発生す
る。 
 

第12条の６（金銭を対価とする取得条項（強制償還））  
当会社は、払込期日以降いつでも、当会社の取
締役会が別に定める日（以下「強制償還日」と
いう。）の到来をもって、Ａ種優先株主等の意思
にかかわらず、当該強制償還日における分配可
能額を限度として、Ａ種優先株主等に対して、
償還価額（ただし、第12条の５第２項に規定す
る償還価額の定義における「償還請求の効力が
生じる日」を「強制償還日」と読み替えて計算
する。）に相当する金額を交付するのと引換え
に、Ａ種優先株式の全部または一部を取得する
ことができる（この規定によるＡ種優先株式の
取得を「強制償還」という。）。なお、一部取得
を行うにあたり、取得するＡ種優先株式は、抽
選または比例按分により当会社の取締役会にお
いて決定する。 

 
第12条の７（株式の分割、併合等） 

当会社は、Ａ種優先株式について株式の分割ま
たは株式の併合を行わない。 

２. 当会社は、Ａ種優先株主には、募集株式の割当
てを受ける権利または募集新株予約権の割当て
を受ける権利を与えない。 

３. 当会社は、Ａ種優先株主には、株式無償割当て
または新株予約権無償割当てを行わない。 

 
第12条の８（譲渡制限） 

譲渡によるＡ種優先株式の取得については、当

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈削  除〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈削  除〉 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈削  除〉 
 



 

会社の取締役会の承認を要する。 
 

 
 

第３章 株 主 総 会 
 

第13条～第19条  〈条文省略〉 
 
第19条の２（種類株主総会） 

第14条の規定は、定時株主総会と同日に開催さ
れる種類株主総会にこれを準用する。 

２. 第15条、第16条、第18条および第19条の規定
は、種類株主総会にこれを準用する。 

３. 第17条第１文および第２文の規定は、会社法第
324条第１項の規定による種類株主総会の決議に
ついて、第17条第３文の規定は、会社法第324条
第２項の規定による種類株主総会の決議につい
て、それぞれ準用する。 

 

第３章 株 主 総 会 
 

第13条～第19条  〈現行どおり〉 
 

〈削  除〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第20条～第37条  〈条文省略〉 
 

第20条～第37条  〈現行どおり〉 
 

附 則 
第１条      〈条文省略〉 

附 則 
第１条      〈現行どおり〉 

 

３． 日程（予定） 

定款変更のための株主総会開催日 2025年６月26日 

定款変更の効力発生日 2025年６月26日 

 

以上 

 


